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総
務
省
で
は
、
ま
だ
地
上
デ
ジ

タ
ル
放
送
（
地
デ
ジ
）
に
対
応
し

て
い
な
い
「
世
帯
員
全
員
が
住
民

税
非
課
税
の
世
帯
」
に
、
地
デ
ジ

放
送
を
視
聴
す
る
た
め
の
簡
易
な

チ
ュ
ー
ナ
ー
１
台
を
無
償
で
給
付

し
て
い
ま
す
。

　

ア
ナ
ロ
グ
放
送
は
、
平
成
23
年

７
月
24
日
で
終
了
し
ま
す
が
、
申

込
さ
れ
て
も
す
ぐ
に
は
チ
ュ
ー

ナ
ー
が
給
付
さ
れ
ま
せ
ん
の
で
、

早
め
に
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ

い
。

対
象
と
な
る
世
帯

（
以
下
の
１
か
ら
３
に
す
べ
て
該

当
す
る
こ
と
）

条
件
１

：

ま
だ
地
デ
ジ
放
送
に
対

応
し
て
い
な
い
こ
と

条
件
２

：

世
帯
全
員
が
住
民
税
非

課
税
で
あ
る
こ
と

条
件
３

：

Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
放
送
受
信
契

約
を
結
ん
で
い
る
、
ま
た
は
結

ぼ
う
と
し
て
い
る
こ
と

申
込
期
限

７
月
24
日
ま
で
（
当
日
消
印
有
効
）

申
込
方
法

　

以
下
の
書
類
を
総
務
省
地
デ
ジ

チ
ュ
ー
ナ
ー
支
援
実
施
セ
ン
タ
ー

に
郵
送
し
て
く
だ
さ
い
。

①
申
込
書

②
世
帯
全
員
が
記
載
さ
れ
た
住
民

票
の
写
し
（
住
民
票
謄
本
）

③
世
帯
全
員
分
の
住
民
税
非
課
税

証
明
書
（
平
成
３
年
４
月
２
日

以
降
生
ま
れ
の
方
の
分
は
不
要
）

※
住
民
票
の
写
し
、
非
課
税
証

明
書
と
も
コ
ピ
ー
不
可

※
住
民
票
の
写
し
、
非
課
税
証

明
書
の
発
行
に
は
手
数
料
が

か
か
り
ま
す
。

申
込
書
の
設
置
場
所

　

岩
美
町
役
場 

福
祉
課

�

（
岩
美
す
こ
や
か
セ
ン
タ
ー
内
）

�

（
☎
73
―
１
３
３
３
）

　

岩
美
町
役
場 

企
画
財
政
課

�

（
☎
73
―
１
４
１
２
）

住
民
票
の
写
し
の
発
行
窓
口

　

岩
美
町
役
場 

住
民
生
活
課

�

（
☎
73
―
１
４
１
５
）

非
課
税
証
明
書
の
発
行
窓
口

　

岩
美
町
役
場 

税
務
課

�

（
☎
73
―
１
４
１
３
）

市
町
村
民
税
非
課
税
世
帯
へ
の

　
　
　
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
受
信
の
た
め
の
支
援
に
つ
い
て

　町では地球温暖化防止、自然と共生するまちづくりを推進するため、個人住宅

に太陽光発電設備及びその他の新エネルギー設備又は省エネルギー設備を設置さ

れる方に対して助成を行っています。

【太陽光発電導入事業】
⑴太陽光発電
　次のいずれの要件も満たすもの。

ア　1件当たりの太陽電池の最大出力が10kW未満の太陽光発電設備で、太陽光発電普及拡大セン
ターからの補助金交付を受けるもの。

イ　県内事業者（県内に本店又は支店等がある事業者をいう。）が設置工事の施工を行ったもの（た
だし平成23年5月31日までに太陽光発電設備の販売事業者との設置契約を締結しているもの
についてはこの限りではない。）

75千円／ kW
（４kW限度）

【省エネ設備等導入事業】
⑴ＬＥＤ照明器具

　居室、廊下、玄関等の天井や壁面に常時取り付けた状態で使用するもので、複数台を導入する
事業。
⑵ 高効率給湯器

　経済産業省の住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業補助金又は民生用燃料電池
導入支援補助金の補助対象設備として指定されたもの、又は同等以上の性能・品質であるもの
⑶太陽熱温水器
　　貯湯量 100リットル以上のもの
⑷小型風力発電
　　定格出力が100Ｗ以上で、次のいずれの要件も満たすもの
　　　①強風時における安全対策が施されているもの
　　　②騒音等への対策が施されているもの

③プロペラ等の回転部に容易に人が接触することがないよう、人の手の届かない高さに設置
し、又は周囲に柵を設ける等の措置がとられているもの

⑸ペレットストーブ
　　居室で使用するもの　
⑹まきストーブ
　　居室で使用するもので、効率的な二次燃焼システムにより排煙を減少させる構造であるもの
⑺前各号に掲げるもののほか、新エネルギーを利用した設備等であって、町が認めるもの

上限75千円
（二つ以上導入時
も同様）
　ただし、総事業
費に２分の１を乗
じて得た額を上限
とする。

個人住宅用太陽光発電設備を導入しませんか
問い合せ先

環境水道課　環境係
☎73－1567


